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用地調査等業務共通仕様書 新旧対照表 

 

（新） （旧） 

用地調査等業務共通仕様書 目次 用地調査等業務共通仕様書 目次 

  

第1章から第151条まで 略 

 

第151条の2 水準測量 

第1章から第151条まで 略 

 

※追加 

  

第152条から（参考）用地補償総合技術業務まで 略 第152条から（参考）用地補償総合技術業務まで 略 

  

用地調査等業務共通仕様書 用地調査等業務共通仕様書 

  

第1条から第122条まで 略 第1条から第122条まで 略 

  

（敷地使用実態の調査） 

第123条 

本文から五(2)まで 略 

（敷地使用実態の調査） 

第123条 

本文から五(2)まで 略 

(3) 営業要領第２条第１項第１号ロの移転等の対象となる事業所等の製造、加工

又は販売等の主な品目 

(3) 第103条第2号(2)の移転等の対象となる事業所等の製造、加工又は販売等の主

な品目 

六及び七 略 六及び七 略 

  

第124条から第151条まで 略 第124条から第151条まで 略 

  

（水準測量） 

第151条の2 別記１２地盤変動影響調査算定要領第9条第2項の水準測量は、事前調

査及び事後調査時において、既存の基準となる点（公共水準点並びに沈下等の恐

れのない堅固な物件）から工事の影響を受けない箇所に任意の点を選点・設置し、

その点を基に対象となる建物等基礎の計測を行い、次の各号に掲げる資料を作成

するものとする。なお、既存の基準となる点については検測し使用することとし、

任意の点の設置及び建物基礎等の計測にあたっては、往復観測するものとする。 

※追加 

一 観測手簿 

 二 計算簿 

 三 点の記 
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 四 その他必要と認められる書面及び図面 

２ 前項により難い場合は、監督員の指示により必要な調査を行うものとする。 

  

第152条から第161条まで 略 第152条から第161条まで 略 

提出書類一覧表から様式第24号まで 略 提出書類一覧表から様式第24号まで 略 

別記１から（参考）用地補償総合技術業務まで 略 別記１から（参考）用地補償総合技術業務まで 略 

 


